
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022 年  度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 TEC硼 |

1__≡業Ω盛塁
2022年度は、数年間に及んだコロナ禍が小康状態に入り、従来と同じとはいかないものの、いわゆるハイブリッド形式

を通じて、対面型の研究会、ワークショップを実施することができ、また二年間休止を余儀なくされていた顕彰事業も復

活させることができた。

今後、従来の対面型の講演、講義、討議のもつ賑いを取り戻して行くことが可能であるという確かな触感を得るとともに、

この数年間の実践の中で蓄積してきた経験で得られた新しい知見、すなわち、オンライン会議は、遠隔地からの参加を容

易にし、我々の活動を地理的な限界を超えて、海外にまで拡大することができることを踏まえ、インターネットを通じた

情報発信の危うさに気をつけながら、ディジタル情報としての活動の蓄積に力を注いで行く方向で邁進した。

年度計画通りに、定期研究会を従来と同様 3ヵ 月おきに年に 4回 (5月 、8月 、11月 、2月 )開催できた。

提案事業では、昨年に続き、著漢学園(つ くば市)と の年間契約を結び、学園全体の新教育構想の具体化に向けて、科目を

超えた教員再教育に共同して取り組み 12月 には TEC酬 との共催で「公開シンポジウム～これからの中等教育 2022」

をつくば市国際会議場中ホールで開催し、著漢学園の教諭、生徒、保護者が中心になって複数のパネルディスカッション

形式で開催され、その成果は「著界からの報告 2022」 という冊子としてまとめ、茨城県を超えて教育改革への関心を刺激

した。また 3月 には、多くの学校が「進学のためにやっている業者槙試」に替えて、著漢学園の教員自らが創造的・教育

的に作問する「著漢オープン模試」を実施し、各教科の出題者に、外部の批判に耐える規範性のある模範解答、採点基準、

採点講評、統計分析の経験を支援した。他教科に踏み込んだ教員の実力の向上という教員として当り前の仕事が、「学内業

務」の中心である、と多くの教員が考えるような学内改革を、学園全体の改革の一貫として取り組んでいくと同時に、全

国の他の学校に自分達もできる実践例として示していきたいと考えている。またワークショップ事業としては、 8月 に著

漢学園の大教室を会場にして教員、生徒、生徒保護者を対象として、ワークショップ「教育を巡る常識の虚偽に挑戦する
～なぜ勉強しても実力が身につかないか]を開催した。

2 事業の実施に墨する事項

1)特 活動に係る事業 (事業費の総費用 【 1,825 】千

事業内容 日時 場 所
従事者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

定款に記載された

事業名

一般会員を

含む首都圏

の教員、市

民

延 130 686

(1)数学教育の現状を打開するた

めの学理と実践を総合する研究集

会の企画・組織・運営と、その成

果の編集・製作 。出版事業。

TECW定例数理教

育セミナー『数理

教育のロゴスとプ

ラクシス』

2()22//5/22

2022/8/6

2022/11/13

2023/2/11

Z00M十 日大

Z00M+著漢

学園

Z00M十 日大

Z00M+日 大

TECUM

Workshop

2022/8/7

から

2022/8/8

まで

Z00M+'吉漢

学園

一般会員を

含む首都圏

の教員、市

民

延 100 365

(2)現場教員の抱える問題を国際

的な学理的視野でとらえ返す研修

の機会を提供するための、国内、

国際ワークショップの企画・組

織・運営と、そのための資料の編

集・製作 。出版事業。

《教育現場に密着》

して 《実用的な》数

学教育の情報の 《確

実な共有》を目指す

年 間

Z00M

中高一貫

校

一般会員を

含む首都圏

の教員、市

民

癸重‐600
536

(3)数 学教育の現状の抱える諸間

題、特に数学の学習を放棄しやす

い学習者の存在を克服するための

数学教育の近未来の可能性につい

ての教育現場への提言、支援事業。

30 238

(4)数 学教育に関 して著 しく優れ

た功績を残 した者に対する顕彰事

業。

選考委員会を設置

し、 2名 を表彰 し

た。

2023/2/11 日本大学

一般会員を

含む首都圏

の教員、市

民



書式第 13号 (法第 28条関係)

2022年度 活動計算書 (その他事業がな二▲場合 )

事 業 報 告 用

メ、  TECU‖

一般会員受取会費 79人未納3人

賛助会員受取会費 108人 +63人未納8人

受取寄附金
施設等受入評価益

16,501

0

01受取補助金

数学教育の現状を打開するための学理 と実践を総合する研究集会の企画
・組織・運営と、その成果の編集・製作 。出版事業収益

現場教員の抱える問題を国際的な学理的視野でとらえ返す研修の機会を
提供するための、国内、国際ワークショップの企画・組織 。運営と、そ
のための資料の編集・製作 。出版事業収益

数学教育の現状の抱える諸問題、特に数学の学習を放棄しやすい学習者の存在を克
服するための数学教育の近未来の可能性についての教育現場への提言、支援事業収

数学教育に関して著しく優れた功績を残 した者に対する顕彰事業収益

39,000

70,0001

2,400,000

受取利息 29

29

収  1 3.987.03(

経

2

000

謝金
印刷製本費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
支払手数料
消耗品費

672,000
245,036

180,655

298,510
77,331

1,896

149,675

謝金
研修費
旅費交通費
通信運搬費
会議費
消耗品費
支払手数料
地代家賃
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脅 2.483.321
: 』 鐸 ' 麟  滅  霜 A B

経

過年度損益修正益

l 外  1
)】  i隆

災害損失

0

0

15,500
外 15.

期  経 外  増  滅 C D -15.50C

1 前 期  正  味 OD・・② ③ 1.488.209
0

3.757.142
)+(経 正 味 財 : 5_245_351



書式第 15号 (法第 28条関係)

2022年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 TECUM

科 ［日 金   額 小計・合計

5,247,047

44,804

34,500

5,326.351

【A】 資 産 の 部

【A】 資 産 合 計 ①+② 5,326,351

0

81,000

81,000

負 債 合 計 ③+④

【

81,000

3,757,142

1,488,209

【B-2

正 味 財 産 合 計

正 の

5,245,35i

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 5,326,351

2

(1)

現金預金

前払金

未収金

(2)無形固定資産

ソフトウェア

借地権

(3)投資その他の資産

敷金

長期貸付金

車両運搬具

什器備品



９

“

2022年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 TECUM
1.重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年7月 20日

によっています。
(1)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会

の

その他

事業費と管理費の按分方法 :通信運搬費Z00Mについて使用時間で接分 (26:23:192:1:40)

（
６

科 目

数学教育の現状
を打開するため
の学理と実践を
総合する研究集
会の企画・組織
・運営と、その

成果の編集・製
作・出版事業

現場教員の抱え
る問題を国際的
な学理的視野で
とらえ返す研修
の機会を提供す
るための、国内
、国際ワークシ
ョップの企画・

組織・運営と、
そのための資料
の編集・製作・

出版事業

数学教育の現状
の抱える諸問題
、特に数学の学
習を放棄しやす
い学習者の存在
を克服するため
の数学教育の近
未来の可能性に
ついての教育現
場への提言、支
援事業。

数学教育に関
して著しく優
れた功績を残
した者に対す
る顕彰事業

事業部門計 管理部門 合計

1,027,500
16,501

0

2,943,000
29

39,000 434,000 2,400,000 70,000 2,943,000
29

1,027,500
16,501

0

3.987.03039,000 434,000 2,400,000 70,000 2,943,000 1,044,030

０

〉

Λ
υ

ｎ

Ｖ

100,000
245,036

0

180,655
87,500
58,931
13,943

121,510
7,625

32,059
1,896

202,000 370,000

65,500
10,057
90,295

200,000

24,000
718

13,378

672,000
245,036

0

180,655
298,510
77,331
149,675

1,896

200,000

427,000
0

13,000
890

3,000
94,595
39,339
10,394

70,000

1,099,000
245,036
13,000

181,545
301,510
171,926
189,014
12,290

70,000

686,065 365,090 535,852 238,096 1,825,103 658,218 2,483,321
686,065 365,090 535,852 238,096 1,825,103 658,218 2,483,321

-647,065 68,910 1,864,148 -168,096 1,117,897 385,812 1,503,709

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

人件費計
(2)そ の他経費

謝金

印刷製本費
研修費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
支払手数料
顕彰金
地代家賃
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2022年度 財産目録

事 業 報 告 用

L:円
ノ|ヽ ‖ 辞金   額

∫】 賃 産

5,247,047
134,307

4,659,980

203,605
249,155

17,424
16,580
10.800

44,804

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行 (法人)

みずほ銀行
_Paypal
前払金

会計ソフト利用料4月 ～11月

Z00M利用料4月 ～12月

Notta利 用料4月 ～12月

末収金
一般会員会費1名

賛助会員会費3名

7,000
8,500

15,500

車両運搬具

ソフトウェア

1

敷 金

5,307,351【A】 資 産 合 計 ①+②

-1】  :風 部

45,500

35,500

81,000

員受取会費
員受取会費

前受金
2022年度 一般会
2022年度 賛助会

長期借入金

【【

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 81,000

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 5,226,351



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人 TECUM

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

′以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

′各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
(ど ちらかに

○)

(フ リガナ )

報酬の有無
(ど ちらかに○ )

役職名等
氏    名

1 瑾壺>監事
ナガオカ リョウスケ

有。
cD 理事長

長岡 亮介

2 理層)監事
ヤタベ アツオ

有 櫂ヽ
ヽロノ

副理事長
谷田部 篤雄

3 翼慶)監事
マツナミ ソウシ

有(∋ 副理事長
松並 奏史

4 更慶)監事
イマイ ケイコ

有・r雨
ヽロノ

今井 桂子

5 て慶)監事
ヤマウラ ヨシヒコ 有。③

山浦 義彦

6 で量)監事 ヤマモ ト ユキ 有。①
山本 優希

7 喪壼)監事
'?a:y :r.4,

有 。
()

前田 英

8 理重)監事
ニイツマ ショウ 有。①

新妻 翔

9 て壼)監事 イシワタ ミチノリ
有・源ヽ

ヽノ石渡 通徳

10 ○ 監事
ヒラオ ジュンイチ 有・″ヽ

ヽノ
平尾 淳一



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

11 ■ぅ
。監事

カワクボ ケイゴ

有。①
川久保 圭吾

12 理事・電重)

ナガイ アヤマサ

有。(D
永井 ネL正

13 理事 0
カメイ テツジロウ

有。③亀井 哲治郎

14 理事・0

ウシヤマ アキノリ 有。③牛山 彰紀



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿
2023年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人TECUM

氏    名

1 長 岡 亮 介

2 藤 田 宏

3 雲 幸 良|`

4 松 並 奏 史

5 米 谷 達 也

6 高 田 順 江

7 藤 田 景 子

Ｒ
） 亀 井 哲 治 郎

9 永 井 ネL 正

10 谷 田 部 篤 雄

11 野 口 千 明

12 波 羅 典 子


